別紙様式第11号（第18関係）
契約に係る指名停止等に関する申立書
　　年　　月　　日
○○地区活動組織

　　代表　　○○　○○　様
受注者　　所在地
商号又は名称
代表者　　　　　　　　　　　　　　印

　当社は、貴殿発注の○○契約の競争参加又は申込みに当たって、当該契約の履行地域について、現在、農林水産省の機関から○○契約に係る指名停止の措置等を受けていないことを申し立てます。

また、この申し立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
（注１）○○には、「工事請負」、「物品・役務」のいずれかを記載すること。

（注２）この申立書において、農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、
地方支分部局並びに農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センターをいう。

（注３）「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から、私的独占の禁止及び公正
取引の確保に関する法律に基づく排除措置命令又は課徴金納付命令を受けた者であ
って、その命令の同一事案において他者が農林水産省の機関から履行地域における
指名停止措置を受けた場合の当該公正取引委員会からの命令をいう。

なお、当該命令を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な
期間を経過した場合は、この限りではない。

（注４）間接交付事業者に対する申し立ての場合であって、交付事業者である地方公共団
体が本様式と同趣旨の申立書を徴すること求めている場合は、本様式を改変して当
該申立書と一体のものとして徴することができる。
契約に係る指名停止に関する申立書について
活動組織は、工事請負契約の前に工事専門業者から見積りを徴収した後に、特定の者（業者）と工事請負契約を締結することとなります。
この工事請負契約に際しては、国では指名停止の措置を受けていない者（業者）と契約することを多面的機能支払交付金交付要綱で定めております。
このことから、活動組織は見積書を徴収する際に「申立書」の提出も求め、指名停止中の者（業者）と工事請負契約を締結しないよう留意してください。
なお、工事請負契約締結後に指名停止があった場合は、該当になりません。あくまで、契約時点での判断になります。

＜参考＞
　　多面的機能支払交付金交付要綱第18　抜粋
　　　略・・・・・・
　　　エ　契約等
　　　（ア）略
　　　（イ）事業実施主体は、(ｱ)により契約をしようとする場合は、当該契約に係る入札
又は見積もり合せ（以下、「入札等」という。）に参加しようとする者に対し、
別記様式11号による契約に係る指名停止に関する申立書の提出を求めることと
し、当該申立書の提出のない者については、入札等に参加させてはならない。
